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規規 則則

専門委員等の報酬及び費用弁償の額を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成27年３月20日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第３号

専門委員等の報酬及び費用弁償の額を定める規則の一部を改正する規則

専門委員等の報酬及び費用弁償の額を定める規則（昭和31年宮崎県規則第44号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

専門委員等の報酬の額は、次のとおりとし、費用弁償の額は、一

般職の職員の例により計算した旅費に相当する額とする。

報酬の額

専門委員等の報酬の額は、次のとおりとし、費用弁償の額は、一

般職の職員の例により計算した旅費に相当する額とする。

報酬の額

報酬の額職 名

［略］

［略］審査分会立会人

１日につき 6，500円女性相談員

１日につき 7，790円母子・父子自立支援員

［略］

１時間につき 2，630円を超えな

い範囲内において、一般職の職

員の給与との権衡を考慮して別

に定める額

公立学校（大

学を除く。）

の非常勤講師

講師

［略］

［略］

報酬の額職 名

［略］

［略］審査分会立会人

［略］

１時間につき 2，660円を超えな

い範囲内において、一般職の職

員の給与との権衡を考慮して別

に定める額

公立学校（大

学を除く。）

の非常勤講師

講師

［略］

［略］

附 則

この規則は、平成27年４月１日から施行する。

現業職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成27年３月20日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第４号

現業職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

現業職員の給与に関する規則（昭和32年宮崎県規則第52号）の一部を次のように改正する。
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

別表第１ 現業職給料表（第２条関係）別表第１ 現業職給料表（第２条関係）

給料

月額

号給給料

月額

号給給料

月額

号給給料

月額

号給区 分

［略］

給料月額 217，800円再任用

職員

給料

月額

号給給料

月額

号給給料

月額

号給給料

月額

号給区 分

［略］

給料月額 214，100円再任用

職員

附 則

この規則は、平成27年４月１日から施行する。

宮崎県産業廃棄物税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成27年３月20日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第５号

宮崎県産業廃棄物税条例施行規則の一部を改正する規則

宮崎県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年宮崎県規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（徴収猶予に係る申請及び通知）

第９条 ［略］

２ ［略］

３ 所長は、条例第12条第３項において準用する法第15条の３の規

定により徴収猶予を取り消したときは、産業廃棄物税徴収猶予取

消通知書（別記様式第17号）によって通知しなければならない。

（賦課徴収）

第16条 産業廃棄物税の賦課徴収については、この規則に定めるも

ののほか、県税規則の定めるところによる。この場合において、

県税規則第１条中「宮崎県税条例（昭和29年宮崎県条例第19号。

以下「条例」という。）」とあるのは「宮崎県税条例（昭和29年

宮崎県条例第19号。以下「条例」という。）及び宮崎県産業廃棄

物税条例（平成16年宮崎県条例第41号）」と、県税規則第16条第

２項中

「（７） 法第 144条の30第１項及び第 144条の31第１項、第４

項若しくは第５項の規定によって、返還された軽油及び免

税の用途に供した軽油に対応する軽油引取税に係る徴収金

を還付する場合又は条例第59条の３の規定によって当該還

付すべき額を未納の徴収金に充当した場合 」

とあるのは、

「（７） 法第 144条の30第１項及び第 144条の31第１項、第４

項若しくは第５項の規定によって、返還された軽油及び免

税の用途に供した軽油に対応する軽油引取税に係る徴収金

を還付する場合又は条例第59条の３の規定によって当該還

付すべき額を未納の徴収金に充当した場合

（８） 宮崎県産業廃棄物税条例（平成16年宮崎県条例第41号

）第13条第１項の規定によって産業廃棄物税に係る徴収金

を還付する場合又は同条例第13条第３項の規定によって当

該還付すべき額を未納の徴収金に充当した場合 」

とする。

２ ［略］

（徴収猶予に係る申請及び通知）

第９条 ［略］

２ ［略］

３ 所長は、条例第12条第３項において準用する地方税法（昭和25

年法律第 226号）第15条の３の規定により徴収猶予を取り消した

ときは、産業廃棄物税徴収猶予取消通知書（別記様式第17号）に

よって通知しなければならない。

（賦課徴収）

第16条 産業廃棄物税の賦課徴収については、この規則に定めるも

ののほか、県税規則の定めるところによる。この場合において、

県税規則第１条中「宮崎県税条例（昭和29年宮崎県条例第19号。

以下「条例」という。）」とあるのは「宮崎県税条例（昭和29年

宮崎県条例第19号。以下「条例」という。）及び宮崎県産業廃棄

物税条例（平成16年宮崎県条例第41号）」と、県税規則第16条第

２項中

「（６） 法第 144条の30第１項及び第 144条の31第１項、第４

項若しくは第５項の規定によって、返還された軽油及び免

税の用途に供した軽油に対応する軽油引取税に係る徴収金

を還付する場合又は条例第59条の３の規定によって当該還

付すべき額を未納の徴収金に充当した場合 」

とあるのは、

「（６） 法第 144条の30第１項及び第 144条の31第１項、第４

項若しくは第５項の規定によって、返還された軽油及び免

税の用途に供した軽油に対応する軽油引取税に係る徴収金

を還付する場合又は条例第59条の３の規定によって当該還

付すべき額を未納の徴収金に充当した場合

（７） 宮崎県産業廃棄物税条例（平成16年宮崎県条例第41号

）第13条第１項の規定によって産業廃棄物税に係る徴収金

を還付する場合又は同条例第13条第３項の規定によって当

該還付すべき額を未納の徴収金に充当した場合 」

とする。

２ ［略］

附 則

この規則は、平成28年１月１日から施行する。ただし、第９条第３項の改正規定は、公布の日から施行する。



宮 崎 県 公 報 平成 27年 ３ 月 20日（金曜日） 号外 第 13号

害 3害

宮崎県における事務処理の特例に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成27年３月20日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第６号

宮崎県における事務処理の特例に関する条例施行規則の一部を改正する規則

宮崎県における事務処理の特例に関する条例施行規則（平成12年宮崎県規則第30号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

第７条 次の表の左欄に掲げる規則は、それぞれ同表の右欄に掲げ

るとおりとする。

第７条 次の表の左欄に掲げる規則は、それぞれ同表の右欄に掲げ

るとおりとする。

［略］

７ ［略］

風致地区内における建築等

の規制に関する条例施行規

則（昭和45年宮崎県規則第

33号）

８ 条例別表の37の項に規定す

る規則で別に規則で定めるも

の

９ ［略］

［略］

７ ［略］

８ ［略］

附 則

この規則は、平成27年４月１日から施行する。

宮崎県民生委員の定数に関する規則をここに公布する。

平成27年３月20日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第７号

宮崎県民生委員の定数に関する規則

宮崎県民生委員の定数を定める条例（平成27年宮崎県条例第72号）第２条の規定により規則で定める民生委員の定数は、次の表の左欄に

掲げる市町村ごとに、それぞれ同表の右欄に定めるとおりとする。

定数市町村

都城市

延岡市

日南市

小林市

日向市

串間市

西都市

えびの市

三股町

高原町

国富町

綾町

高鍋町

新富町

西米良村

木城町

川南町

都農町

門川町

諸塚村

椎葉村

美郷町

高千穂町

日之影町

348人

321人

173人

123人

142人

84人

87人

61人

50人

31人

48人

17人

48人

34人

10人

15人

33人

28人

47人

15人

17人

41人

53人

24人
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21人五ヶ瀬町

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

風致地区内における建築等の規制に関する条例施行規則を廃止する規則をここに公布する。

平成27年３月20日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第８号

風致地区内における建築等の規制に関する条例施行規則を廃止する規則

風致地区内における建築等の規制に関する条例施行規則（昭和45年宮崎県規則第33号）は、廃止する。

附 則

この規則は、平成27年４月２日から施行する。

都市公園条例施行規則及び宮崎県総合運動公園の管理及び使用に係る事務委任に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成27年３月20日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第９号

都市公園条例施行規則及び宮崎県総合運動公園の管理及び使用に係る事務委任に関する規則の一部を改正する規則

（都市公園条例施行規則の一部改正）

第１条 都市公園条例施行規則（昭和61年宮崎県規則第13号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

［略］［略］

（使用料の支払）

第30条 指定管理者による管理の場合は、利用者は、当該指定管理

者に宮崎県総合運動公園に係る使用料（条例第10条第２項に規定

する使用料をいう。）を支払わなければならない。

第35条～第39条 ［略］

様式第11号（その１）（第14条関係）

［略］

（利用料金の支払）

第30条 指定管理者による管理の場合は、利用者は、当該指定管理

者に宮崎県総合運動公園に係る利用料金（条例第15条の７第１項

に規定する利用料金をいう。以下同じ。）を支払わなければなら

ない。

（利用料金の承認）

第35条 指定管理者は、条例第15条の７第３項の承認を受けようと

するときは、承認を受けようとする利用料金を記載した書類、歳

入歳出見込書その他知事が必要と認める書類を知事に提出しなけ

ればならない。

（利用料金の減額等）

第36条 条例第15条の７第４項の規定により指定管理者が利用料金

を減額し、又は免除することができる場合は、次のとおりとする

。

（１） 知事が定める基準により利用料金を減額し、又は免除する

場合

（２） 災害その他特別の事情による利用で知事が特に必要と認め

る場合

（３） 指定管理者が特別の事情があると認める場合において、あ

らかじめ知事の承認を受けたとき。

第37条～第41条 ［略］

様式第11号（その１）（第14条関係）

［略］

［略］

※使用料利用施設及び利

用器具

［略］

［略］利用期日及び利

用時間

［略］

［略］

※使用料（

利用料金

）

利用施設及び利

用器具

［略］

［略］利用期日及び利

用時間

［略］
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様式第11号（その２）（第14条関係）

［略］

［略］

様式第11号（その３）（第14条関係）

［略］

［略］

様式第11号（その４）（第14条関係）

［略］

［略］

様式第11号（その５）（第14条関係）

［略］

［略］

様式第12号（その１）（第15条関係）

［略］

様式第12号（その２）（第15条関係）

［略］

様式第12号（その３）（第15条関係）

［略］

様式第11号（その２）（第14条関係）

［略］

［略］

様式第11号（その３）（第14条関係）

［略］

［略］

様式第11号（その４）（第14条関係）

［略］

［略］

様式第11号（その５）（第14条関係）

［略］

［略］

様式第12号（その１）（第15条関係）

［略］

様式第12号（その２）（第15条関係）

［略］

様式第12号（その３）（第15条関係）

［略］

［略］※ 使用料

［略］

［略］※ 使用料（

利用料金）

［略］

［略］※使 用 料 ［略］※使用料（利

用料金）

減免理由［略］使 用 料 減免理由［略］使用料（利

用料金）

減免理由［略］使 用 料 減免理由［略］使用料（利

用料金）

［略］

使用料利用施設及び利

用器具

［略］

［略］利用期日及び利

用時間

１～３ ［略］

４ 前３項に違反するときは、許可を取り

消し、又は利用を中止させることがあり

ます。この場合、既納の使用料は、還付

しません。

５ ［略］

注 意 事 項

［略］

使用料（利

用料金）

利用施設及び利

用器具

［略］

［略］利用期日及び利

用時間

１～３ ［略］

４ 前３項に違反するときは、許可を取り

消し、又は利用を中止させることがあり

ます。この場合、既納の使用料（利用料

金）は、還付しません。

５ ［略］

注 意 事 項

［略］

［略］使 用 料

１～３ ［略］

４ 前３項に違反するときは、許可を取り消し、

又は利用を中止させることがあります。この場

合、既納の使用料は、還付しません。

注意事項

［略］

［略］使用料（

利用料金

）

１～３ ［略］

４ 前３項に違反するときは、許可を取り消し、

又は利用を中止させることがあります。この場

合、既納の使用料（利用料金）は、還付しませ

ん。

注意事項

［略］

［略］使 用 料

１～３ ［略］

４ 前３項に違反するときは、許可を取り消し、

注意事項

［略］

［略］使用料（

利用料金

）

１～３ ［略］

４ 前３項に違反するときは、許可を取り消し、

注意事項



宮 崎 県 公 報平成 27年 ３ 月 20日（金曜日） 号外 第 13号

害 6害

様式第12号（その４）（第15条関係）

［略］

様式第12号（その５）（第15条関係）

［略］

様式第12号（その４）（第15条関係）

［略］

様式第12号（その５）（第15条関係）

［略］

又は利用を中止させることがあります。この場

合、既納の使用料は、還付しません。

又は利用を中止させることがあります。この場

合、既納の使用料（利用料金）は、還付しませ

ん。

［略］

［略］使 用 料

１～３ ［略］

４ 前３項に違反するときは、許可を取り消し、

又は利用を中止させることがあります。この場

合、既納の使用料は、還付しません。

注意事項

［略］

［略］使用料（

利用料金

）

１～３ ［略］

４ 前３項に違反するときは、許可を取り消し、

又は利用を中止させることがあります。この場

合、既納の使用料（利用料金）は、還付しませ

ん。

注意事項

［略］

［略］利

用

期

日

及

び

時

間

１～３ ［略］

４ 前３項に違反するときは、許可を取り消し、

又は利用を中止させることがあります。この場

合、既納の使用料は、還付しません。

注意事項

［略］

［略］利

用

期

日

及

び

時

間

円

使用料（

利用料金

）

１～３ ［略］

４ 前３項に違反するときは、許可を取り消し、

又は利用を中止させることがあります。この場

合、既納の使用料（利用料金）は、還付しませ

ん。

注意事項

（宮崎県総合運動公園の管理及び使用に係る事務委任に関する規則の一部改正）

第２条 宮崎県総合運動公園の管理及び使用に係る事務委任に関する規則（平成10年宮崎県規則第76号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

別表（第２条関係）

１ 有料公園施設

（１）～（15） ［略］

（16） 条例第11条の規定による行為の届出（法第５条第１項の

規定により許可を受けた者に係るものを除く。）の受理に関

すること。

（17） 条例第13条の規定による使用料の減免に関すること。

（18）・（19） ［略］

（20） 条例第15条の３の規定による指定管理者の指定の手続に

関すること。

（21） 条例第15条の５の規定による指定管理者が行う業務に関

すること。

（22） 条例第15条の６の規定による指定管理者が行う管理の基

準に関すること。

別表（第２条関係）

１ 有料公園施設

（１）～（15） ［略］

（16） 条例第12条の規定による届出（法第５条第１項の許可を

受けた者に係るものを除く。）の受理に関すること。

（17） 条例第13条の規定による使用料の減額等に関すること。

（18）・（19） ［略］

（20） 条例第15条の３第１項の規定による申請書の受理に関す

ること。

（21） 条例第15条の３第２項の規定による申請手続の公表に関

すること。

（22） 条例第15条の３第３項の規定による指定管理候補者の選

定及び指定管理者の指定に関すること。

（23） 条例第15条の４第１項の規定による指定管理候補者の選

定及び指定管理者の指定に関すること。
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（23） 条例第15条の８の規定による指定管理者の指定等の告示

に関すること。

（24）～（27） ［略］

（28） 規則第35条の規定による協定書の締結に関すること。

（29） 規則第36条の規定による事業報告書等の受理に関するこ

と。

（30） 規則第37条の規定による原状回復に関すること。

（31） ［略］

２ 園路及び広場

（１）～（11） ［略］

（12） 条例第13条の規定による使用料の減免に関すること。

（13）・（14） ［略］

（24） 条例第15条の４第２項の規定による書類の提出の要求に

関すること。

（25） 条例第15条の７第１項の規定による指定管理者による利

用料金の収受に関すること。

（26） 条例第15条の７第３項の規定による利用料金の承認に関

すること。

（27） 条例第15条の９の規定による指定管理者の指定等の告示

に関すること。

（28）～（31） ［略］

（32） 規則第37条の規定による協定書の締結に関すること。

（33） 規則第38条の規定による事業報告書等の受理に関するこ

と。

（34） 規則第39条ただし書の規定による原状回復に係る承認に

関すること。

（35） ［略］

２ 園路及び広場

（１）～（11） ［略］

（12） 条例第13条の規定による使用料の減額等に関すること。

（13）・（14） ［略］

附 則

この規則は、平成27年４月１日から施行する。
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